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〇継続的なデータの蓄積

・便益に関する項目
例） 土砂・洪水氾濫、土石流、急傾斜 土砂の到達範囲・堆積厚分布

土砂堆積による被害率
人身被害の算定式

・費用に関する項目
例） 維持管理費 施設の維持管理費

除石費

→ 継続的なデータの蓄積を継続

1. 被害推定手法の高度化 1.1 データの蓄積

→ UAV等により、調査の効率化を図りつつ、継続的なデータの蓄積を継続
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2

〇土砂・洪水氾濫における人身被害・交通途絶被害の計上

令和元年台風第19号
（長野県佐久市）

平成29年7月九州北部豪雨（福岡県朝倉市）

平成30年7月豪雨（広島県坂町）

天地川

令和元年台風19号（宮城県丸森町）

平成23年台風第12号
（和歌山県那智勝浦町）

五福谷川

小本川

赤谷川

出典：国土地理院

平成28年台風第10号（北海道清水町）

平成28年台風第10号（岩手県岩泉町）

谷川

平成21年7月中国・九州北部豪雨（山口県防府市）

主に表層崩壊の多発を起源

主に渓床堆積物の侵食を起源

那智川

ペケレベツ川

土砂・洪水氾濫は近年、頻発化の傾向にある。また、市街地や道路等の広い範囲に亘って被害を
もたらし、地域の復旧・復興の大きな障害となっている。

第２回気候変動を踏まえた砂防技術検討会資料より



3

土砂・洪水氾濫対策の砂防施設の効果事例（H28台風第10号：北海道）

北海道庁ホームページ
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被災前イメージ

被災後

大屋大川（広島県呉市）
県道66号が7/6～11/26（142日間）通行止め

大屋大川（広島県呉市）
河道が埋塞し、土砂が氾濫することで新たな区域に災害リスクが拡大

天地川（広島県坂町）
県道278号が7/7～8/31（55日間）通行止め

交通途絶被害の例（H30西日本豪雨：広島県）

第１回実効性のある避難を確保するための土砂災害対策検討委員会資料について、通行止め日数を更新

大量の土砂・流木の氾濫により、長期間に交通途絶被害が発生
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土砂・洪水氾濫による
被害家屋と河川勾配の
関係分析の例

対象河川：
赤谷川

－H29.7九州北部豪雨
総頭川、天地川、

大屋大川－H30.7豪雨
五福谷川－R1台風19号

3

近年、土砂・洪水氾濫が発生した河川の流域面積と
生産土砂量の関係分析の例（H21～30、航空レーザ測量等に

より流域の土砂動態が概ね把握されている11事例）

生
産
土
砂
量

流域面積（km2）

（千m3）

参考：比生産土砂量1万～10万m3/km2台

総頭川
天地川 大屋大川

北川
寒水川

白木
谷川

赤谷川 戸蔦別川

登川

那智川剣川

土砂・洪水氾濫は
流域面積3km2以上の流域で発生、
生産土砂量10万m3以上となる傾向

土砂・洪水氾濫では、河床勾配
1/150～200以上において家屋流出等の
家屋被害の大半が発生する傾向

近年の土砂・洪水氾濫の発生した流域の調査結果から、
○土砂・洪水氾濫が発生するポテンシャルの高い流域の地形的特徴
・深刻な家屋被害が生じるおそれのある範囲
・人身被害の発生位置 が明らかになってきている。
○交通途絶被害については事後調査が可能と考えられる。
→ 家屋被害と人身被害の関係、交通途絶被害の調査結果の積み重ねと、
土砂・洪水氾濫の数値シミュレーションから得られる、土砂堆積深、最大流動深等のデータから、
土砂・洪水氾濫による人的被害、交通途絶被害を推計できる可能性があるのではないか。

第２回気候変動を踏まえた砂防技術検討会資料より

土砂・洪水氾濫が発生するポテンシャルの高い流域の地形的特徴、
深刻な家屋被害が生じるおそれのある範囲の分析例

※砂防事業と河川事業等の他事業の効果を重複して計測しないことに留意。



6

2017/08/24 日本気象協会現地調査速報会
静岡大学 牛山素行教授 資料 （抜粋）

急
勾
配

緩
勾
配

河
床
勾
配

H29九州北部豪雨赤谷川 谷底平野、扇状地内の
渓流沿いで人的被害が生じている。
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流域面積
（3km2以上）

下流の河川の
勾配が1/150～200以上の

区間の最下流端

土砂・洪水氾濫により深刻な被害が生じる可能性のある範囲

本川
土砂・洪水氾濫により
特に危険な区域

（幅は、最深河床から比高差5m以内となる区域、
ただし河道中央から350m以内。）

流域界

本川に
接触する

土砂災害警戒区域

赤線で示す「土砂・洪水氾濫により特に危険な区域」において、
・家屋流出等の家屋被害
・人身被害
・交通途絶被害
が生じる可能性があるのではないか。

→ 継続的な調査・検討を実施

土石流

洪水

土石流

土石流

土石流

土石流

生産土砂量
（10万m3以上）
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1. 被害推定手法の高度化 1.2 評価手法の高度化

保全対象の位置

対
象
と
す
る
期
間

土石流危険渓流等
にある保全対象

扇状地・谷底平野
にある保全対象

沖積平野にある
保全対象

貯水池

短期
（一連の降雨）

中期
（数年まで）

長期
（10年以上）

A. 短期（一連の降雨継続期）土砂流出による土砂災害対策計画

E. 深層崩壊・天然ダム等異常土砂災害対策計画

A-2. 
土石流・流木
対策計画

A-1. 土砂・洪水氾濫対策計画

A-3. 土砂・洪水氾濫時に流出する流木の対策計画

B. 中期（土砂流出活発期）土砂流出対策

C. 長期（土砂流出継続期）土砂流出対策

〇 砂防基本計画

D. 火山砂防地域における土砂災害対策計画（火山砂防計画）

〇 地すべり防止計画 〇 急傾斜地崩壊対策計画 〇 雪崩対策計画

〇 都市山麓グリーンベルト整備計画

河川砂防技術基準 基本計画編（H31.3改定）に示される
砂防（土砂災害対策）計画に対応した評価手法の構築が必要 → 継続的な検討を実施

評価手法
策定済み

評価手法の
構築が必要

※費用便益分析マニュアル（案）で
評価可能な計画（準用を含む）

※雪崩事業は交付金での事業のため、
事業評価の対象となっていない



3. 便益計測の対象とする効果項目の見直し

現行の各費用便益分析マニュアル（案）で 評価対象 △ の項目

山地森林被害抑止効果
営業停止被害抑止効果－家計
交通途絶による波及被害抑止効果
ライフライン切断による波及被害抑止効果
営業停止波及効果
人身被害抑止効果（医療費）
精神的被害抑止効果
－資産被害、稼働被害、事後的被害、波及効果に伴うもの

安心感向上効果
CO2吸収効果

→ 貨幣換算等、継続的な検討を実施
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